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前 書 き 

 

国は、高度経済成長期の住宅不足を背景に、住宅の新規供給を支援する「量」の確保を重視

していた住宅建設計画法（昭和 41 年法律第 100 号）を平成 18 年に廃止し、居住環境の維持向

上や、既存の住宅の有効活用を中心とした「質」の向上への政策転換を行うため、新たに住生

活基本法（平成 18 年法律第 61 号）を制定した。また、同法に基づき、住生活基本計画（平成

28 年 3 月 18 日閣議決定。以下「全国計画」という。）を策定し、この中で、住宅を市場におい

て自力で確保することが難しい低額所得者、高齢者、障害者等（以下「住宅確保要配慮者」と

いう。）が安心して暮らせる住宅を確保できる環境を実現するため、その基本的な施策として民

間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネット機能の強化、公営住宅等の適切な供給等を掲げて 

いる。 

平成 27 年度末現在、主な公的住宅の管理戸数は、公営住宅が約 217 万戸、地域優良賃貸住宅

が約 15 万戸、独立行政法人都市再生機構の賃貸住宅が約 74 万戸であり、この他に、補助金を

受けて住宅確保要配慮者向けに改修された民間賃貸住宅などが整備されている。公的住宅のう

ち最も多く整備されている公営住宅は、都道府県又は市区町村がその整備、管理等を担ってお

り、全国計画では、住宅セーフティネットの構築や地域によって多様な住生活をめぐる課題に

きめ細かく対応するためには、地方公共団体の役割が不可欠であるとしている。このようなこ

とから、全国計画では、都道府県が策定する都道府県住生活基本計画において、区域内におけ

る多様な住宅困窮者の居住の状況や、民間賃貸住宅の需給状況等を踏まえ、公的な支援により

居住の安定の確保を図るべき世帯の数を的確に把握した上で、必要な公営住宅の供給の目標量

を設定することとしており、その際、区域内に存する公営住宅以外の公的賃貸住宅ストックの

活用も図ることとしている。 

このような中、公営住宅の応募倍率は特に大都市圏を中心に高倍率で推移し、少子高齢化の

急速な進展に伴う単身高齢者世帯や高齢者夫婦のみの世帯の増加等多様化した住宅困窮者等に

対する住宅の確保が課題となっているほか、公営住宅等の入居者の高齢化等に対応した生活面

の支援のための住宅部局と福祉部局などの関係機関との連携等が重要となっている。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、住宅確保要配慮者が安心して暮らせる

環境の充実を図る観点から、公営住宅の供給目標の設定状況、住宅困窮者等の入居に係る各種

施策・事務の実施状況等を調査し、関係行政の改善に資するために実施したものである。 
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